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信頼責任に関する研究
─ 最判平成 18 年 9 月 4 日を契機として ─































た、最判平成 18・9・4 判時 1949・30 は、後述するように、将来契約締結がなされる可能性のな
い関係にある当事者間において、契約締結上の過失責任同様の責任を認めている。
　本稿では、契約締結上の過失責任の法的性質を明らかにする前段階として、信頼者保護のため

























Larenz はこのような意味で効力があるとは、すべての法的関係の客観的形式（Form der Objekti-


































fides は、自ら言ったことを守る（fit quo dicitur）ことを意味した⒆。そして、ローマ法上の fides











































　民法 94 条 2 項の類推適用につき、民法 94 条 2 項の論理構造は、通謀による虚偽の外観の作出
があり、その外観を信頼した（＝善意の）第三者は保護される、というものであるから、第三者
の側から見れば、この制度は、民法 110 条（表見代理）や民法 192 条（即時取得）と共に真実の権
利が伴っていない外観を信頼した者は、一定の要件の下に保護されるとする制度である。民法
94 条 2 項は、権利外観保護の法理と共通する要素を持つために、外観を信頼した者を保護する



























































権利者 A が承認した外形が作られたのち、名義人 B の背信行為で第 2 の外形が作られ、これを
信頼した第三者が取引関係に入ってくる場合（非対応型）、意思外形対応型、非対応型のいずれに
も属さない事案において 94 条 2 項および 110 条の両方の類推適用をする事例（94 条 2 項と 110 条
併用の第 3 類型）、の 4 つに分かれる56。
（一）　外形自己作出型
①　最高裁昭和 29年 8月 20日判決（民集 8・8・1505）
　X はその夫の懇請により、本件家屋を買受けた上夫の妾 Y に使用させることにし、X が出捐
し本件家屋を買受けたが、夫と協議して、Y 名義で所有権移転登記を受けた。その後 Y は本件
家屋を Z に譲渡し、所有権移転登記がなされた事案で、最高裁は、本件家屋を買受人でない Y
名義に所有権移転登記したことが、X の意思に基づくものならば、実質においては、X が売主か
らいったん所有権移転登記を受けた後、所有権移転の意思がないにもかかわらず、Y と通謀して
虚偽仮装の所有権移転登記をした場合と異ならないことから、民法 94 条 2 項を類推し、X は Y
が実体上所有権を取得しなかったことをもって善意の第三者に対抗し得ないとした。
②　最高裁昭和 45年 7月 24日判決（民集 24・7・1116）
　X は、息子 Y の承諾なく Y 名義で所有権移転登記を受けたところ、Y が Z に売却した事案で、
最高裁は、不動産の所有者が、他人にその所有権を帰せしめる意思がないのに、その承諾を得て、
自己の意思に基づき、当該不動産に付き右他人の所有名義の登記を経由したときは、所有者は、
民法 94 条 2 項の類推適用により、登記名義人に右不動産の所有権が移転していないことをもっ
て、善意の第三者に対抗できないところ、右登記について登記名義人の承諾がない場合において
も、不実の登記の存在が真実の所有者の意思に基づくものである場合には、民法 94 条 2 項の法
意に照らし、同条項を類推適用すべきとした。
（二）　外形他人作出型
③　最高裁昭和 45年 4月 16日判決（民集 24・4・266）
　X は贈与を受けた未登記建物につき養母の名義とすることを許容したが、養母が本件建物の所
有名義人を Y として家屋台帳上の届けをしたため本件建物は家屋台帳上 Y の所有名義に登録さ














④　最高裁昭和 43年 10月 17日判決（民集 22・10・2188）
　X は Y から取引先の信用を得るために不動産の所有名義を貸してほしいと頼まれたため、Y









（四）94条 2項と 110条併用の第 3類型
⑤　最高裁平成 15年 6月 13日判決（判時 1831・99）
　X は、A との間で、本件不動産の所有権移転および所有権移転登記手続と売買代金の支払と
を引換えに、本件不動産の売買契約を締結した。その後、Aからの要請により、Xは、登記済証・




ず、本件第 1 登記を放置していたとみることもできないのであって、民法 94 条 2 項、110 条の




⑥　最高裁平成 18年 2月 23日判決（民集 60・2・546）
　X はその所有する土地を売却した際に公社の職員 A と知り合った。その後、X は、A の紹介
により本件不動産を購入し、X 名義の登記がなされた。X は、A に対して本件不動産を第三者
に賃貸するよう取り計らってほしいと依頼し、言われるままに、業者に本件不動産の管理を依託
するための諸経費の名目で 240 万円を A に交付した。A の紹介により本件不動産を第三者に賃
貸したが、その際の賃借人との交渉、賃貸借契約書の作成および敷金等の授受は、すべて A を
介して行われた。X は、A から上記 240 万円を返還する手続をするので本件不動産の登記済証
を預からせてほしいと言われ、これを A に預け、また、以前購入し X への所有権移転登記がさ
れないままになっていた本件不動産とは別の土地に関する合筆登記手続を A に依頼していたが、
A から登記手続に必要であるといわれ、印鑑証明書を A に交付した。さらに X は、A に本件不
動産を売渡す旨の売買契約書にその内容及び使途を確認することなく、本件不動産を売却する意
思がないのに A から言われるままに署名押印した。また、X は A から登記手続に必要であると
言われて実印を渡し、A がその場で所持していた本件不動産の登記申請書に押印するのを漫然
と見ていた。A は、X から預かっていた本件不動産の登記済証および印鑑登録証明書ならびに
上記登記申請書を用いて、本件不動産につき、X から A に対する所有権移転登記をした。A は
その善意無過失の Y との間で、本件不動産の売買契約を締結し、所有権移転登記がなされた事






94 条 2 項、110 条の類推適用により、X は A が本件不動産の所有権を取得していないことを Y
に対し主張することができないものと解するのが相当とした。





科学省に補助金の交付を申請し、平成 14 年春、有限会社 A 建築研究所（以下「A 研究所」）に、
本件建物の企画設計を依頼するとともに、補助金の交付の決定があったときには本件建物の設計
監理を委託したい旨の申入れをして、上記決定があり次第直ちに本件建物の建築を始められるよ
うに準備を進めていたところ、X は、平成 14 年 3 月中旬頃、A 研究所から、本件建物の壁面に
ドイツ製のガラスカーテンウォール（以下「本件建具」）を使用する計画であるので設計に協力し
て欲しいとの依頼を受け、技術的な検討と見積作業を開始した。
　Y は補助金の交付の内定があったことから、平成 14 年 4 月 15 日頃、A 研究所に本件建物の
設計監理を委託し、A 研究所は本件建物の基本設計を開始した。本件建物の竣工は平成 15 年 3
月と予定されていたが、これに間に合うように本件建具の納入をするためには、遅くとも平成
14年6月初めころには、本件建具の形状、寸法等の打合せや製作図の作成等の準備作業を開始し、









作業を開始した。A 研究所は、平成 14 年 6 月中旬ころまでに基本設計を、同 7 月 20 日ころま
でに実施設計を行い、これらにつき Y の了承を得た。Y は同月初旬ころ、本件建物の建築確認
申請をする一方で、大学施設増築および高度制限解除等の許可を受けた。
　ところが、Y は、平成 14 年 8 月 27 日に至って、将来の収支に不安定な要因があることを理由
に、本件建物の建築計画の中止を決定し、補助金の交付申請を取下げた。そこで、X は、本件建













保等の準備作業を開始したというのである。このような事情の下においては、X が A 研究所か
ら準備作業に要した費用等については A 研究所で負担するとの説明を受けていたなどの特段の




X による本件建具の納入等の準備作業は、本件建物の施工業者が選定されるまでは、X と A 研
究所との間の契約関係に基づいて行われたものと推認されるから、本件における X の損害は A
研究所との間で解決が図られるべきものであると判示しているが、前記事実関係だけからは、X





























































民法 94 条 2 項とともに民法 110 条を類推適用したものと考えられる66。
　本件において、X は、建物の竣工に間に合うように本件建具の納入をするためには、遅くとも
平成 14 年 6 月初めころには、本件建具の形状、寸法等の打合せや製作図の作成等の準備作業を
開始し、同年 9 月初めころには、ドイツの工場で本件建具の製作を開始する必要があったことか
ら、A研究所を介して、直ちに建具の納入等の準備作業を開始することについてYに了解を求め、
A 研究所から Y の了承があった旨の説明を受けるとともに、直ちに準備作業を開始するよう依
頼を受けたため、本件建具の製作図の本格的な作成、打ち合わせ、製造ラインの確保等の準備作
業を開始している。Y の表示内容は法律効果の発生ではないことから、意思表示を欠くものと考
えられる67、最高裁は、X の損害につき Y の不法行為に基づく賠償責任を認めているが、X の信
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